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２．予定処理区域およびその周辺の地域の地形並びに土地の用途
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2. 予定処理区域およびその周辺の地域の地形並びに土地の用途
（１）地形および土地の用途

本市は岐阜県の東南部、東経 137 度 11 分 05 秒、北緯 35 度 20 分 59 秒、名古屋市

から北東に約 40km、岐阜市から南東に約 50k の地点に位置する庄内川中流の都市で

ある。 

市の総面積は 116.16km2であり、東は瑞浪市、西は多治見市および可児市、南は愛

知県瀬戸市、豊田市、北は御嵩町に接している。 

地形は、東西へ流れる土岐川を中心に南高北低の地勢を持つ。市の 7割を占める丘

陵地は、中央・西部・北部・南部の 4 つに分けられ、特に南部は急峻な地形の山地と

なっている。市街地は、市域の北部を横断する土岐川流域および支流の肥田川・妻木

川流域の平坦部に開け、中央丘陵を環状に取り巻くように形成されている。 

地質は南部丘陵地の古生層および花闇岩に対し、北部と中央丘陵地は第三紀の砂礫

層や粘土層からなっている。特に木節粘土や蛙目粘土などの陶土が豊富に埋蔵されお

り、これらが 1300 有余年の歴史がある本市の陶磁器産業を支えてきた。また昭和 38

年には我国最大のウラン鉱床が発見されている。 

河川は、大部分が土岐川(庄内川)水系に属し、北部が木曽川水系、南部が矢作川水

系に属している。 

土地利用計画については、居住環境の保全と陶磁器産業の振興に努めつつ自然環境

との調和を図り、市街化の進展に伴う住・工混在の土地利用の解消を進めるため、長

期的かつ総合的な視野に立った土地利用コントロールを展開すべく都市計画用途地

域(H8.8.1:市告示第 58 号、H25 年一部変更)が定められている。 

表 2-1 土地利用別面積および構成比率 
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図 2-1 土地利用別構成比率

表 2-2 用途地域の設定状況 

次ページに土岐都市計画図を添付する。
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（２）下水の排除方式およびその決定の理由

下水の排除方式には分流式と合流式がある。

分流式は、汚水のみを処理場に導く方式であるため、雨天時に汚水を公共用水

域に放流することがなく、水質汚濁防止上有利である。また、在来の雨水排除施

設が比較的整備されている地域では、それらの施設を有効に利用することができ

るため、経済的に下水道の普及を進めることができる。

一方、合流式は、単一の管きょで汚水と雨水とを排除するため、浸水被害の多

発地域や、雨水排除施設の整っていない地域、道路幅員の小さな既成市街地等で

は有利な排除方式である。しかし降雨時に管きょ内の沈殿物が一時に掃流され処

理場に大きな負担をかける場合や、雨水吐き室から直接汚水が放流される場合が

ある等、水質汚濁防止上好ましくない問題がある。

「下水道施設計画・設計指針と解説」では、公共用水域の水質汚濁防止を考慮

して、原則として分流式を採用すべきとしている。

本市では、河川・都市下水路・排水路等の事業により雨水設備が先行整備され

ていることから、既存の雨水施設を有効に利用できる分流式を採用し、汚水施設

の整備を重点的に行うものとする。

（３）予定処理区域およびその決定の理由

本市では、「浸水の防止」「生活環境の整備向上」および「公共用水域の水質汚

濁の防止」等を目的として、昭和 49 年 2 月に約 367ha を対象に当初の下水道法の

事業認可を得た。以来、数回の変更計画を重ね、約 1、973ha を対象に下水道の整

備促進に努めているところである。 

本変更計画では、事業計画区域(雨水)に関しては既事業計画と同様の約 1、833ha

を対象とし、事業計画(汚水)に関しては、商業施設の開発に伴い既事業計画より

約 38ha 拡大した約 2.011ha を対象として、鋭意下水道整備に努めるものとする。 
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１）汚水計画

汚水計画では、幹線系統や地域の特性を考慮して、土岐処理区を 9 地区に分

割した。 

表 2-3 計画処理区域の面積 

２）雨水計画

分流式雨水の施設計画では、一般に現水路の位置・流域界を変えないことが

技術的にも経済的にも有利であることから、原則としてこれを変えないものと

した。 

表 2-4 排水区域の面積 
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（４）管きょ、処理施設およびポンプ場の位置の決定の理由

１）管きょ

管きょの位置決定にあたっては、平面、縦断位置およびその経済性が大きな

要因となる。 

予定処理区域内の管きょ位置は、次の事項を考慮して決定した。 

1)自然流下を原則とする。 

2)管きょは現況道路下に埋設することを原則とする。 

3)重要地下埋設物との交差、河川、水路、鉄道等の横断箇所はできるだけ少

なくする。 

表 2-5 汚水管きょ調書 
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表 2-6 雨水管渠調書 

 なお土岐市プラズマリサーチパーク第一地区（土地区画整理事業）の造成開発

に伴う雨水流出量の増大を抑制する為に、次の雨水調整池を設置するものとする。 

表 2-7 雨水調整池（岐阜県土地開発事業審査基準） 
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２）処理施設

土岐市浄化センターは、土岐市御幸町三丁目 1番地地内に設置され、昭和 60

年 4 月に高級処理(標準活性汚泥法:1/8 池)をもって供用を開始した。以来、事

業計画区域の拡張に伴い処理系列を増加してきた。 

処理方式については、庄内川および伊勢湾の水環境の保全に寄与するために、

「庄内川流域別下水道整備総合計画」(平成 23 年 2 月、岐阜県)（以下、「H22

庄内川流総計画」）に示す処理場放流水質基準を満たすために、「凝集剤併用ス

テップ流入式多段式硝化脱窒法」を採用するものとする。 

ただし当面は、現行法規制（下水道施行令、岐阜県総量規制等）における基

準を満たす処理を行うものとする。 

表 2-8 処理施設概要 

３）ポンプ施設

該当なし。 
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３．計画下水量およびその算出の根拠
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3. 計画下水量およびその算出の根拠
（１）人口および人ロ密度並びにこれらの推定の根拠

１）行政人口の推移

土岐市の行政人口の動向は、表 3-1 に示すとおりである。過去 10 年間の人

口・世帯数の動向をみると、行政人口は減少傾向にあり、世帯数は微増傾向に

ある。 

表 3-2 に、各種推計式および上位計画における計画行政人口を示す。 

表 3-1 行政人口・世帯数の推移 
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表 3-2 計画行政人口 

※予測手法②～③の平成 35 年（事業計画目標年次）の行政人口は、平成 32 年度と平成 37 年度の行政

人口を直線補間して算出した。

 以下に、各予測手法の特徴を示す。

①各種推計式による予測 

過去 10 年間の行政人口の推移より、各種推計式を用いて計画目標年次にお

ける将来行政人口を推計すると表 3-3 のとおりである。 

なお、推計式としては次式を用いた。 

 一次式：Y=－439.32x+64,200 

 べき式：Y=64,339x－0.027

 二次式：Y=-19.436x2－225.53x+63,772 

 指数式：Y=64,240e-0.007x

（x は平成 18 年を基準(1)とした時の x年後であることを表す。）

過去 10 年間の人口動向を基にした各種推計式の平均推計値は、傾向の異なる

べき式、二次式を除くと平成 35 年度で 56,464 人、平成 47 年度では 51,546 人

となる。 

各種推計式による予測を表 3-3 および図 3-1 に示す。 
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表 3-3 計画行政人口の推計 

図 3-1 各種推計式による予測
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②国立社会保障・人口問題研究所による予測 

国立社会保障・人口問題研究所（以降、「社人研」とする）の「日本の市区

町村別将来推計人口(平成 25 年 3 月推計)」は平成 22 年の国勢調査を基準とし

て予測を行っており、土岐市の将来行政人口の予測値（コーホート要因法※）

は、平成 35 年で 54,411 人、平成 47 年で 47,521 人となっている。 

なお、平成 35 年（事業計画目標年次）の行政人口は、平成 32 年度と平成 37

年度の行政人口を直線補間して算出した。 

※ コーホート要因法とは、ある基準年の男女別・年齢別の人口を基に、子ども

女性比、男女別・年齢別生残率、男女別・年齢別社会移動率等を考慮して 5

年後の男女別・年齢別の人口を推計し、この作業を逐次繰り返すことによっ

て、5 年毎の将来人口を推計していく予測手法 

③第六次土岐市総合計画による予測 

第六次土岐市総合計画では、少子化対策による出生率の向上や定住・移住対

策による社会移動の改善といった対策を重点的に実施することを考慮し、平成

35 年で 57,320 人、平成 47 年で 52,800 人となっている。 

なお、平成 35 年（事業計画目標年次）の行政人口は、平成 32 年度と平成 37

年度の行政人口を直線補間して算出した。 

④全体計画・汚水処理構想（平成 30 年）による予測 

 全体計画および汚水処理構想（平成 30 年）では、平成 26 年度の住民基本台

帳人口を基に、社人研による推計値より求めた人口倍率を加味して、将来人口

を算出している。（「岐阜県汚水処理施設整備構想（仮称）市町村作業マニュア

ル 平成 28 年 7 月 岐阜県」に準拠している） 

 汚水処理構想による予測値は以下のとおりである。 

表 3-4 全体計画・汚水処理基本構想（平成 28 年度）による予測 

※社人研推計値（H35）は、平成 32 年度と平成 37 年度の行政人口を直線補間 

して算出した。 
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２）将来行政人口

推計式による予測は、過去の傾向が将来も続くとするものである。社人研に

よる予測は、年齢構成や人口動向等、地域の実情や社会情勢をより適確に反映

した予測であり、下水道計画だけでなく他の計画（水道、都市計画等）におい

ても将来人口の推計は、コーホート要因法を用いることが一般的となっている。

本計画における計画目標年次の将来行政人口は、全体計画・汚水処理構想に

準拠し、平成 26 年度の住民基本台帳人口を基に、社人研による推計値（コー

ホート要因法による）より求めた人口倍率を加味して、以下のとおり決定した。

将来行政人口 ： 55,850 人（平成 35 年度） 

           48,770 人（平成 47 年度）
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３）計画処理人口の推移

本市における処理区域内外人口の推移は、表3-5、図 3-に示すとおりであり、

人口は減少傾向にあるものの、人口割合はほぼ横ばいで推移していることがわ

かる。 

表 3-5 処理区域内外人口の推移 

図 3-2 処理区域内外人口割合の推移 
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最近 5 ヶ年の処理区域内外人口の割合はほぼ横ばい傾向にあるものの、今後

も同様の傾向を示すとは限らないものと考えられ、住環境や雇用環境等地域情

勢の変化や社会経済状況の変化に起因する部分が多く、予測は困難であると考

えられる。 

 そのため、本計画においては、平成 27 年度時点の人口割合で推移するものと

考え、将来行政人口に現況処理区域内外人口割合を乗じて計画処理人口を算出

する。 

表 3-6 処理区域内外人口割合の採用値 

項  目 土岐処理区 その他地区

人口割合

（現況値）
92.8％ 7.2％ 

 上記より、将来行政人口に表 3-6 の人口割合を乗じて、土岐処理区の計画処

理人口は以下のとおりとする。 

  全体計画（H47） ： 48,770 人×92.8％＝45,259≒45,260 人 

事業計画（H35） ： 55,850 人×92.8％＝51,829≒51,830 人 

計画処理人口 ： 51,830 人（平成 35 年度）

45,260 人（平成 47 年度）
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４）地区別計画処理人口の推移

本市の直近の 5 ヵ年（平成 23 年～平成 27 年）の地区別計画区域内の人口の

推移、人口割合の推移を以下に示す。 

過去 5 ヵ年の人口割合は、ほぼ横ばいで推移していることがわかる。本計画

では計画処理人口と同様に今後の人口割合の予測は困難であることから、現況

（平成 27 年）の人口割合を用いて計画処理人口を設定することとする。 

表 3-7 計画区域に係る地区内人口の推移 

表 3-8 計画区域に係る地区内人口割合の推移 

図 3-3  計画区域内人口・人口割合の推移 
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 計画処理人口は、表 3-8 の現況（平成 27 年）の人口割合を用いて、次式によ

り算出する。 

地区別計画処理人口＝計画処理人口×地区毎の人口割合現況値（平成 27 年）

表 3-9 地区別計画処理人口（全体計画 H47） 

表 3-10 地区別計画処理人口（事業計画 H35） 
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５）計画処理人口のまとめ

以上より、地区別の計画処理人口は次表に示すとおりである。

表 3-11 計画区域に係る地区内外の人口

単位：人

項  目 
計画処理人口 

（H47） 

計画処理人口 

（H35） 

計画区域内 

泉地区 12,340 14,140

大富地区 750 860

久尻地区 2,030 2,320

土岐津地区 8,480 9,710

プラズマ地区 600 690

肥田地区 4,060 4,650

西部地区 10,480 12,000

西山地区 0 0

駄知地区 6,520 7,460

小計 45,260 51,830

計画区域外（その他） 3,510 4,020

計 48,770 55,850
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（２）1 人１日当たりの汚水量およびその推定の根拠 

汚水量は、生活様式や家族構成等によって異なるが、地域的な差は少ないとさ

れており、その算出は 1 人 1 日当たり生活汚水量（原単位）に計画定住人口を乗

じて求める。 

1 人 1 日当たり生活汚水量は、過去の給水実績や水道事業の将来給水計画等を勘

案して定めるものであるが、「流域別下水道整備総合計画調査指針と解説：平成 27

年 1 月」（以降、「流総指針」と略す）では日平均 180～270  /人･日程度とされて

いる。 

ⅰ) 水道給水実績による推計

本市における上水道の過去 10 年間（平成 18 年度～平成 27 年度）の水道使

用量の推移を表 3-12 に示す。 

表 3-12  水道使用量の推移 

過去 10 年間の水道使用量の推移より、各種推計式を用いて計画目標年次に

おける 1 人 1 日平均生活用使用水量を推計すると表 3-13 のとおりである。な

お、推計式としては次式を用いた。 

一次式：Y=0.1818x+211.6 

   べき式：Y=211.13x0.0046

   二次式：Y=-0.1098x2+1.3902x+209.18 

   指数式：Y=211.6e0.0009x

（x は平成 18 年を基準(1)とした時の x 年後であることを表す。）

各推計式の結果より、計画目標年次の 1 人 1 日当たりの生活汚水量は、214

～217 /人･日（平均：216 /人･日）と推計され、横ばいで推移する。 
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表 3-13  生活汚水量原単位の推計 

図 3-4 各種推計式による予測 
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ⅱ) 既全体計画における設定値

既全体計画においては、給水実績を用いたトレンド推計結果、H20 庄内川流

総計画（案）を勘案し、220 /人・日となっている。 

1）1 人１日当たり生活汚水量（日平均）

各推計結果をまとめると、次表に示すとおりとなる。

表 3-14  1 人 1 日当たり生活汚水量の予測結果まとめ 

各 種 推 計 
1 人 1 日当たり 

生活汚水量 
備  考 

推

計

値

水 道 給 水 実 績 値
211～214 /人･日 

（平均：213 /人･日） 
過去 10 年間 

水 道 実 績 に よ る 推 計 値
平均：216 /人･日 

平均：215 /人･日 

平成 47 年度 

平成 35 年度 

全 体 計 画 値 220 /人･日 平成 30 年度策定 

流 総 指 針 値 180～270 /人･日 参 考 

汚 水 処 理 構 想 計 画 値 220 /人･日  

以上の結果より、過去 10 年間の水道給水実績、また水道実績による推計値は横

ばいで推移している。（211～216  /人･日） 

しかしながら、今後も継続して、近年と同様に横ばいで推移するとは言い切れ

ず、今後の世帯人員の減少に伴い、1 人当たりの水量が増加することも予測される

ため、本事業計画における生活汚水量原単位は、全体計画値および汚水処理構想

計画値と同様に、水道実績による推計値を丸め（切り上げ）た 220 /人・日とする。  

     生活汚水量原単位 ： 220 /人･日（平成 35 年度） 
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2）変動率

家庭から排出される汚水量は、日々刻々と変動するため、下水道施設を計画す

るにあたっては、日平均汚水量、日最大汚水量および時間最大汚水量を把握する

必要がある。 

庄内川流総計画(H22)では日平均：日最大：時間最大は 0.8：1.0：1.5 と設定さ

れている。 

ⅰ) 日最大：日平均の比

処理場流入実績における変動比は、表 3-15 に示すとおりであり、5ヶ年の平

均は 0.80 となっている。 

また、下水道指針によると、『日最大と日平均の比は、1：0.7～0.8 としてい

る。』とされている。 

以上のことから、本計画の日最大と日平均の比は、処理場実績の過去 5ヶ年

の平均値が0.80 となっていることを踏まえ、流総計画と下水道指針を準用し、

日最大と日平均の比は 1：0.80 とする。 

表 3-15  処理場実績 

ⅱ) 日最大：時間最大の比

日最大汚水量に対する時間最大汚水量の変動率については、下水道指針では、

『中規模以上の都市においては、時間最大汚水量は計画 1 日最大汚水量の 1時

間当たりの 1.3～1.8 倍程度、また小規模市町村においては 1.5 倍以上、2.0 倍

を越えることもある。』とされている。 

本計画において、日最大と時間最大の変動比は、流総計画と下水道指針を準

用し 1.0：1.5 と設定する。 

ⅲ) 時間変動率

本事業計画における変動率は、以下のとおりとする。

日平均 ： 日最大 ： 時間最大 ＝ 0.80 ： 1.00 ： 1.50 
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3）生活汚水量の算出

生活汚水量原単位は、表 3-16 のとおりとし、生活汚水量は、計画処理人口に生

活汚水量原単位を乗じて算出するものとし、その結果を表 3-17、表 3-18 に示す。

表 3-16  生活汚水量原単位（全体計画、事業計画） 

項  目 日 平 均 日 最 大 時間最大 

変 動 率 0.80 1.00 1.50 

生活汚水量原単位 

（ /人･日） 
220 275 

412.5 

≒ 415 

表 3-17  生活汚水量（全体計画 H47） 



- 51 - 

表 3-18  生活汚水量（事業計画 H35） 



- 52 - 

4）営業汚水量原単位の推計

営業汚水量は、水道の給水計画、給水実績のなかで業務・営業用水量が明記さ

れている場合には、それを参考として求める。水道の計画値、実績値により推定

できない場合は、昼間人口を算出して推定する方法や土地利用形態別の営業用水

率から算定して推定する方法により定める。

営業汚水量は、都市の規模や地域特性により異なる水量であるため、一般に生

活汚水量に対する営業汚水の比率（営業汚水率）を選定し、これに生活汚水量を

乗じて算出するものである。

ⅰ) 水道営業用水率の実績

本市の水道営業用水の実績は、表 3-19 に示すとおりであり、営業用水率と

してはわずかに減少しているが、ほぼ横ばいで推移している。また、工場用水

を含んだ場合の実績は表 3-20 に示すとおりであり、横ばいで推移している。 

表 3-19  営業用水率の実績 

表 3-20 営業用水率の実績（工場用含む）
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ⅱ) 下水道指針

次表に下水道指針に示されている用途地域別の営業用水率を示す。

表 3-21  用途地域別の営業用水率の一例 

用途地域名 営業用水率 根  拠 

商業地域 

住居地域 

準工業地域 

工業地域 

0.6～0.8 

0.3 

0.5 

0.2 

用途地域別に営業用水量と営業

用地率の相関を求めた後に１人

当たり基礎家庭汚水量に対する

率としてセットしたものであ

る。 

注 都市規模によって営業用水率の多少の変動がある

ⅲ) 庄内川流総計画(H22)

 庄内川流総計画では、営業用水率は 25％と設定されている。 

ⅳ) 営業汚水率

前述の各種推定による営業汚水率を総括すると、表 3-22 のとおりである。 

表 3-22  各種推定における営業汚水率 

推 計 手 法 営業汚水率 

水 道 営 業 用 水 率 の 実 績 値
19～21％ 

（平均：19.5％） 

水道営業用水率の実績値(工場用含

む )

26～28％ 

（平均：27.2％） 

庄 内 川 流 総 計 画 値 25％ 

全 体 計 画 25％ 

本計画区域内に、50  /日以上の大規模工場はなく、小規模工場は営業汚水

に含まれるものとし、営業用水率（工場用含む）の過去 5 年間の平均が 27.2％

であることから、本事業計画では全体計画と同様に営業用水率を 25％と設定す

る。 

営業汚水率 ： 25％ 
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5）営業汚水量の算出

営業汚水量の時間変動率は、営業用水量の時間変動の独自の資料がないため、

生活汚水と同じ比率を用いるものとする。営業汚水量原単位は、表 3-23 のとおり

とする。

表 3-23  営業汚水量原単位 

項  目 日 平 均 日 最 大 時間最大 

変動率 0.80 1.00 1.50 

生活汚水量原

単位 

（ /人･日） 

220 275 415 

営業汚水率 25％ 

営業汚水量原

単位 

（ /人･日） 

55 
69 

≒70 

104 

≒105 

ⅰ) 核融合科学研究所（西山地区）

東濃研究学園都市構想の中核施設に位置付けられる「文部科学省核融合科学

研究所」から、本下水道へ実験用冷却水が排出され受け入れている。 

 過去 5 ヶ年の実験用冷却水の実績値を以下に示す。 

 平成 27 年度を除くと、微減傾向にある。本計画における計画汚水量は、極端

に少ない平成 27 年度を除いた、過去 4 ヶ年の平均値 253  /日を丸めて 

250  /日とする。 

 なお、変動比は既計画と同様に、日平均：日最大：時間最大＝1.00：1.00：

2.00 とする。 

表 3-24 実験用冷却水過去 5 ヶ年の排水量 

表 3-25 計画汚水量（実験用冷却水） 
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営業汚水量は、計画処理人口に営業汚水量原単位を乗じて算出するものとし、

その結果を表 3-26、表 3-27 に示す。 

表 3-26  営業汚水量（全体計画 H47） 

※西山地区：核融合科学研究所実験用冷却水分
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表 3-27  営業汚水量（事業計画 H35） 

※西山地区：核融合科学研究所実験用冷却水分
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6）地下水量

地下水量は、管きょの継手部、マンホール等からの浸入水を見込むものであり、

下水道指針によると『既整備区域については、処理場への晴天時の流入水量から

有収水量を引いた値から推定することができるので、計画区域と似たような条件

の施工事例等から推定することが可能である。こうした推定が難しい区域につい

ては、生活汚水量と営業汚水量の 1 人 1 日最大汚水量の和に対する 10～20％を用

いる。』とされている。 

庄内川流総では、下水道指針の上限値である 20％に設定されている。 

以上より、地下水量は、下水道指針と庄内川流総を参考に、生活汚水量と営業

汚水量の 1 人 1日最大汚水量の和に対する 20％と設定する。 

地下水量 ： 生活＋営業の日最大に対する 20％ 

また、地下水量には、変動率はなく、常時一定量が流入してくるものと考え、

日平均＝日最大＝時間最大とする。 

生活汚水の 1 人 1 日最大汚水量： 275  /人･日 

営業汚水の 1人 1 日最大汚水量： 70  /人･日 

1 人 1 日当たりの地下水量 ＝(275＋70)×20％ ≒ 70  /人･日 



- 58 - 

表 3-28  地下水量（全体計画 H47） 
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表 3-29  地下水量（事業計画 H35） 
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7）工場排水量 

本計画区域内に 50  /日以上の大規模工場はなく、小規模工場のみであること

から、本計画での工場排水は、営業汚水に含まれるものとする。

8）観光汚水量 

プラズマ地区内にプレミアムアウトレットがあり、大規模な観光施設であるた

め、別途、観光汚水量として見込む必要がある。

①観光汚水量原単位 

観光汚水量原単位は、流総指針より、生活汚水量原単位の 15％とする。また、

変動率については、生活汚水および営業汚水と同一とする。

表 3-30 観光客の使用区分別使用水量の割合 

表 3-31 観光汚水量原単位 

出典：H27 流総指針 
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②観光汚水量 

観光汚水量原単位、来場者数およびトイレ利用率の 3 項目を乗じて観光汚水量を

算出する。 

プレミアムアウトレットにおける過去 5 ヶ年の年間来場者数および日平均来場者

数は以下に示すとおりである。平成 23 年度～平成 26 年度までは、微増傾向にある

が、平成 27 年度では大幅に増加していることがわかる。 

本計画における 1 日当たりの来場者数は、平成 27 年度の来場者数 20,082 人/日を

丸めて 20,100 人/日とする。 

なお、すべての来場者が水を利用するとは限らないため、図 3-に示す「都市公園

利用実態調査報告書（東京都建設局）」を参考に、滞在時間を 3 時間と仮定し、トイ

レの利用率を 60％として観光汚水量を算定する。 

表 3-32 プレミアムアウトレット来場者数 

表 3-33 観光汚水量（全体計画＝事業計画） 
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図 3-5 トイレ利用率と滞園時間の相関 

9）開発予定施設の汚水量 

土岐津地区内にイオンモールが開発予定であり、計画予定使用水量は 1,000  /

日と大規模な施設のため、本計画では別途見込む必要がある。 

変動比は、一般的に用いられる工場排水量と同様に日平均：日最大：時間最大

＝1.00：1.00：2.00 とする。 

表 3-34 計画汚水量（イオンモール）（全体計画＝事業計画） 

出典：都市公園利用実態調査報告書（東京都建設局公園緑地部）

（「トイレの研究」日本トイレ協会編、地域交流センター より引用）
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（３）家庭下水、工場排水、地下水等の量およびこれらの根拠 

計画汚水量は、生活汚水量、営業汚水量、地下水量、工場排水量、観光汚水量

およびその他汚水量を合計し、次表のとおりとする。

表 3-35  総括計画汚水量（全体計画 H47） 

表 3-36  総括計画汚水量（事業計画 H35） 
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表 3-37 地区別計画汚水量（全体計画 H47） 
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表 3-38 地区別計画汚水量（事業計画 H35）
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（４）降雨量（降雨強度公式を含む）およびその決定の理由

降雨量は、本市近傍の降雨データを基に確率計算を行い、降雨確率年に対応す

る降雨強度を求め、排水区ごとの総括雨水流出係数を勘案し合理式によって算出

する。 

１）降雨確率年

本市では、公共下水道をはじめ都市下水路および関連治水事業等において、防

災上の観点からの整合性を重視し、従来より 5 年確率による整備を進めていると

ころである。 

本計画では、既成市街地については、5 年確率降雨に対する整備を行うことを

基本方針とし、今後都市化の進展等に伴い溢水に起因する浸水・滞水等の被害が

顕著となった時点において治水安全度の向上を図ることとする。 

また造成開発された土岐ﾌﾟﾗｽﾞﾏ・ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ地区（新市街地）においては、地域

の重要度を考慮して 10 年確率による整備を行った。 

なお造成地から流出する雨水は開発前に比べて増大することが予想されたた

め、雨水流出を抑制すべく前の川調整池（岐阜県土地開発事業審査基準:30 年確

率）を設置した。 
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２）降雨強度および降雨強度式

雨水排除施設は、中部地建多治見工事事務所妻木観測所の降雨記録（30 年間）

より降雨強度を求め、降雨強度公式の式型は、従来から使用している特性係数

法によるﾀﾙﾎﾞｯﾄ型を採用する。 

既成市街地:5 年確率降雨強度 I=4,590/t+30････（51.Omm/60 分） 

新市街地: 10 年確率降雨強度 I=5,580/t+33････（60.Omm/60 分） 

表 3-39 雨水排除施設の降雨強度及び降雨量 

雨水調整池は、「岐阜県土地開発事業審査基準」に準拠し岐阜ﾌﾞﾛｯｸの 30 年確

率降雨強度より、ｸﾘｰﾌﾞﾗﾝﾄﾞ型の降雨強度公式を採用する。 

前の川調整池:30 年確率降雨強度:1=2,289/t0.75+6.90･･･（80.4mm/60 分） 

表 3-40 前の川調整池の降雨強度及び降雨量
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３）最大計画雨水流出量の算定式

本計画では、最大雨水流出量は合理式にて算出する。 

合理式は次の形で表される。 

Ｑ＝１/360・Ｃ・Ｉ・Ａ 

ここに、Ｑ：雨水流出量（ｍ3/sec） 

Ｃ：流出係数 

Ｉ：降雨強度（mm/hr） 

Ａ：排水面積（ha） 
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４）流出係数及びその決定理由

流出係数は、工種別基礎流出係数及び工種構成から用途地域別に総括流出係

数を算定する。 

「下水道施設計画・設計指針と解説」に示される工種別基礎流出係数の標準

値と、用途地域別に抽出した代表地区の工種構成を掛け合わせて用途地域別の

流出係数を算定する。 

表 3-41 工種別基礎流出係数の標準値 

表 3-42 工種別基礎流出係数 

表 3-43 用途地域別流出係数 



- 70 - 

表 3-44 排水区別流出係数 
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（５）主要な管きょの流量計算およびポンプ場の容量計算

主要な管きょの流量計算書および「土岐市公共下水道全体計画（平成 28 年度）」

にて設定した、各地区の ha あたり汚水量は以下のとおりとする。 

なお、該当するポンプ場計画はない。 

表 3-45 単位面積当たり汚水量 

表 3-46 単位面積当たり汚水量
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４．公共下水道からの放流水および処理施設において処理すべき

下水の予定水質並びにその推定の根拠



- 73 - 

4. 公共下水道からの放流水および処理施設において処理すべき下水の予定水質並び
にその推定の根拠

（１）一般家庭下水の予定水質、汚濁負荷量及びその推定の根拠

１）生活汚水の汚濁負荷量

生活汚水の汚濁負荷量は、1 人 1 日当たりの汚濁負荷量原単位に基づいて設

定する。 

 本計画における現況の 1 人 1 日当たり汚濁負荷量は、流総指針によると、実

状にあった原単位が設定できない場合は、現況および将来とも表 4-1 に示す参

考値を用いることができるとされている。 

 本計画における 1人 1 日当たり汚濁負荷量は、表 4-1 の平均値を参考に設定

するものとする。 

表 4-1 1 人 1 日当たり汚濁負荷量の参考値 

表 4-2 生活汚水の平均水質 

表 4-3 生活汚水の汚濁負荷量
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２）営業汚水の汚濁負荷量

下水道指針では、「営業汚水による汚濁負荷量は、業務の形態およびそれに従

事する人の滞在パターン、建物内の処理・再利用の有無等を勘案して推定する。

営業汚水の負荷量は、地域により大きく異なるが、推定が困難な場合は生活汚

水と同一濃度と仮定して営業汚水の汚濁負荷量を推定する」とされている。

ただし、次のように、し尿分については重複しないよう除外する。（雑排水分

のみを考慮する）

営業汚水の負荷量原単位＝（生活汚水の汚濁負荷量－し尿分負荷量）×営業用水率 

本市の営業用水率は 25%であり、負荷量は表 4-4 のとおりとなる。 

表 4-4 営業汚水の 1人 1 日当たり汚濁負荷量 

表 4-5 営業汚水の平均水質

表 4-6 営業汚水の汚濁負荷量 
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※日平均営業汚水量 

（全体計画 H47）：2,739－250（核融合科学研究所分）＝2,489（m3/日） 

（事業計画 H35）：3,101－250（核融合科学研究所分）＝2,851（m3/日）

核融合科学研究所から排出される施設排水の水質は、排水源が冷却用水であるこ

とから、地下水と同様に汚濁負荷量は見込まないものとする。

（２）工場排水の取扱い方針及び受け入れ工場排水の予定水質及び汚濁負荷量並びに

その推定の根拠

本計画区域内に 50m3/日以上の大規模工場はなく、小規模工場のみであることから、 

本計画での工場排水は営業汚水に含まれるものとする。
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1）観光汚水の予定水質および汚濁負荷量 

下水道指針では、「観光客による汚濁負荷量は、観光客の滞在パターン、水利

用形態等によりさまざまであるので、計画区域内の観光利用施設からの排出負

荷量を実測することが望ましいが、できない場合には類似の条件のところの例

を参考とする」とされている。 

本計画においては、流総指針に示されている定住人口に対する割合から算出

するものとする。 

なお、1 人 1 日当たり汚濁負荷量は、雑排分のみ考慮する。 

観光汚水の水質は、以下のとおりである。 

表 4-7 観光汚濁負荷量の割合

表 4-8 観光汚水の 1人 1 日当たり汚濁負荷量
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表 4-9 観光汚水の平均水質

表 4-10 観光汚水の汚濁負荷量

2）地下水の予定水質および汚濁負荷量 

地下水に汚濁負荷量は見込まないものとする。

3）その他汚水の予定水質および汚濁負荷量 

開発予定のイオンモールの水質は、営業汚水の水質と同様とし、以下のとお

り設定する。

表 4-11 その他汚水の汚濁負荷量
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4）総合水質 

表 4-12 汚濁負荷量及び平均水質

5）流入水質の検証 

今回設定した流入水質について、過去 5 箇年分の処理場流入実績と比較し、

妥当性の検証を行った。 

過去 5 箇年分の流入実績は以下に示す通りである。

表 4-13 処理場流入水質（実績）
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流入水質の実績をみると、今回計画した流入水質より低い値の水質項目もあ

るものの、大きくかけ離れた値となっていない。 

本計画では、過去 5 箇年の流入実績による最大値と積み上げにより設定した

計画値を比較し、大きい値を流入水質とする。 

なお、BOD、COD、SS は 10 丸めとする。 

表 4-7 流入水質設定 
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（３）除害施設設置基準及びその決定の理由

下水道法 12 条により、公共下水道の機能を妨げ下水道施設を損傷する恐れの

ある下水を継続して排出する使用者に対しては、除害施設を設置するものとし

た。 

除害施設の設置基準については、下水道法施行令第 9 条に基づく土岐市条例

第 10 条及び第 11 条の規定により定めるものとした。

（４）処理の対象外とする工場及び対象外とする理由

処理の対象外とすべき事業所からの下水は次のようである。

a. 高濃度無機質浮遊物を排出する窯業・土石業のうち排水量が 10m3/目以上の事

業所について、管内の堆積や汚泥の処理処分量を軽減するために、沈澱処理等

による対処が容易である。 

b. 既に処理施設を設け自ら処理を行いまた、直接公共用水域に放流することが

合理的な排水。 

c. 排水量が著しく多量またはその水質が特異なものについて、自ら処理施設を

設け直接公共用水域に放流することが、技術的にも経済的にも双方にメリット

がある場合。 



- 81 - 

（５）計画放流水質及びその算定根拠

１）排水基準等

①法令(水質汚濁防止法、下水道法) 

a）水質汚濁防止法 

i）一律排水基準 

「水質汚濁防止法第 3条第 1項」、「排水基準を定める総理府令」により定められ

る排水基準を表 4-15 に示す。 

表 4-15 一律排水基準 

ⅱ) 上乗せ排水基準 

 岐阜県は、「水質汚濁防止法第 3 条第 3 項」の規定に基づく排水基準を定める条

例により、土岐川水域に排出する下水道終末処理場に対して、表 4-16 に示す排水

基準を定めている。 

表 4-8 上乗せ排水基準 

ⅲ）総量規制 

 岐阜県は、平成 19 年に「水質汚濁防止法第 4条」に基づき、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）、

窒素、りんについて、表 4-17 に示す水質総量規制のＣ値を定めている。 

表 4-9 水質総量規制の C 値



- 82 - 

b）下水道法 

「下水道法第 8 条に基づく施行令第 6 条」により定められる技術上の基準を表

4-18 に示す。 

表 4-10 下水道法上の排水基準 

②流域別下水道整備総合計画 

 「伊勢湾流域別下水道整備総合計画に関する報告書（平成 19 年 3 月 伊勢湾流

域別下水道整備総合計画検討委員会）（以下、「H19 伊勢湾流総計画」と呼ぶ。）」

において、伊勢湾全体の許容負荷量（下水道分）を達成するための伊勢湾に係る下

水処理場の計画処理水質を表 4-19（上段）に示す。 

 また、H22 庄内川流総計画における計画処理水質を表 4-19（下段）に示す。 

表 4-11 流域別下水道整備総合計画における計画処理水質
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２）計画放流水質、処理方法

①計画放流水質 BOD 

 土岐市浄化センターの計画放流水質は、当該浄化センターに適用される排水基準

とH22庄内川流総計画の計画処理水質のうち、最も厳しい値を採用するものとする。 

 計画放流水質 BOD は表 4-20 に示す比較結果より「15（mg/リットル）」を採用す

る。 

表 4-20 計画放流水質 BOD の設定 
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②計画放流水質 T-N、T-P 

a）計画放流水質の設定方法 

流域別下水道整備総合計画（以下、流総計画）において設定している計画処理水

質 T-N、T-P は、年間を通しての放流水質の平均値（年間平均値）である。 

これに対して、計画放流水質は一日たりとも超えてはならない数値（年間最大値）

であり、流総計画と整合させるための科学的な手法を「国土交通省都市・地域整備

局下水道部流域管理官付補佐事務連絡[H19/11/9]（以下、「国交省事務連絡

（H19/11/9）」と呼ぶ。）」で示している。具体的には、T-N、T-P において年間平

均値から年間最大値へ換算する手法として、以下のように示されている。 

【標準的な手法:下水処理場の実績に基づいた換算係数を用いる方法】 

「当該処理場が事業計画で定めるものと同処理方式」かつ「同程度の流入水量、流入水質の

実績」を持つ任意の下水処理場の 1年間以上の放流水質の実績を用いて換算係数を算定し、

その換算係数を計画処理水質に乗じることで計画放流水質を設定する。 

【標準換算係数を用いる場合】 

処理方式、流入水量、流入水質が同等の下水処理場がない場合、もしくは、同等の処理場は

あるものの、実績の放流水質データが対数正規分布（もしくは正規分布）に適合しないなど

信頼性に乏しい場合に限り 以下に提示する標準換算係数を用いても構わない。 

標準換算係数:T-N=1.4（1.3～1.5）T-P=2.6（1.8～3.4） 

※( )内の数値は推奨される範囲である。 

当該浄化センターにおける計画放流水質 T-N、T-P の設定は、この考え方に従い、

流総計画と整合した計画放流水質を算出し、当該浄化センターに適用される排水基

準と比較した上で安全側の計画となる最も厳しい値を設定する（図 4-1 参照）。 

図 4-1 計画放流水質の設定方法のイメージ
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b）計画放流水質 T-N 

i）設定方針 

当該浄化センターは、1985 年（昭和 60 年）に供用開始してから現在まで約 32 年

経過している。水処理施設は、現在、全体 3系列のうち 2 系列が稼動しており、各

系列は以下に示す処理方法にて下水処理を行っている。水処理施設［１系］は、高

度処理方法（窒素除去）である「凝集剤併用ステップ流入式多段硝化脱窒法」にて

処理を行っており、今回事業計画で定める「凝集剤併用ステップ流入式多段硝化脱

窒法」と同じ高度処理方法（窒素除去）である。また、水処理施設［１系］の高度

処理は、2007 年（平成 19 年）5月に供用開始し、現在まで約 10 年経過している。 

本検討では、計画放流水質 T-N の設定に際し、水処理施設［１系］の高度処理実

績を考慮して設定した。 

【現況の処理方法】 

１系：ステップ流入式多段硝化脱窒法（2007 年 5 月供用開始） 

２系：標準活性汚泥法
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ⅱ) 処理水量、流入水 T-N の経年変化 

・処理水量 

 平成 24 年 4 月から平成 29 年 3 月における水処理施設[1 系]の処理水量の経月変

化を下図に示す。水処理施設[1 系]の処理水量は、処理能力[日最大]相当の実績が

あり、前述の「下水処理場の実績に基づいた換算係数を用いる方法」を用いる場合

の要件である"処理能力と同程度の処理水量の実績"を満足すると考えられる。 

図 4-2 処理水量（1 系）の経月変化

（平成 24 年 4 月～平成 29 年 3 月、[サンプル数 60 個]） 

・流入水 T-N 

 平成 24 年 4 月から平成 29 年 3 月における流入水 T-N の経月変化を下図に示す。

下図より、流入水 T-N の実績は、計画値 40mg/リットルに対して若干下回っている

ものの概ね同程度であり、前述の「下水処理場の実績に基づいた換算係数を用いる

方法」を用いる場合の要件である"計画値と同程度の流入水質の実績"を満足すると

考えられる。 

図 4-3 流入水 T-N の経月変化

（平成 24 年 4 月～平成 29 年 3 月、[サンプル数 58 個]） 
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ⅲ）まとめ

 以上より、水処理施設［１系］の高度処理実績は、標準的な手法を用いる場

合の要件を満足することから、流総計画と整合した計画放流水質の設定は、標

準的な手法により行う。

iv） 計画放流水質 T-N 

 当該浄化センターの計画処理水質 T-N は、H22 庄内川流総計画により、下表（Ａ）

の通りとなる。 

 また、高度処理実績から換算係数を算出した結果、標準換算係数の推奨範囲内の

[1.4]という値が得られた。この「換算係数値」により計画処理水質 T-N を用いて

計画放流水質 T-N 算出した結果を下表（Ａ）に示す。一方、水質汚防止法上の一律

排水基準値を下表（Ｂ）に、総量規制のＣ値を下表（Ｃ）に、下水道法の技術上の

基準の上限値を下表（Ｄ）に示す。 

 今回事業計画における計画放流水質は、下表のＡからＤを比較し、安全側の計画

となる低い方（Ｃ）の水質値を採用する。 

表 4-21 計画放流水質 T-N の設定
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c） 計画放流水質 T-P 

 当該浄化センターの計画処理水質 T-P は、「H23.2 庄内川流総計画」により、下

表（Ａ）の通りとなる。 

 水処理施設［１系］は、高度処理方法（りん除去）である「凝集剤併用ステップ

流入式多段硝化脱窒法」で設計、建設されている。ただし、凝集剤添加は、T-P の

処理状況を見ながら必要に応じて添加している状況であり、凝集剤を常時添加した

条件下で 1年間以上の放流水質の実績はない。 

 したがって、流総計画と整合した計画放流水質の設定は、「国交省事務連絡

（H19/11/9）」の考え方に従い、「標準換算係数（推奨範囲の中央値）」にて計画

放流水質を算出した。その算出結果を下表（Ａ）に示す。一方、水質汚濁防止法上

の一律排水基準値を下表（Ｂ）に、総量規制の C 値を下表（Ｃ）に、下水道法の技

術上の基準の上限値を下表（Ｄ）に示す。 

 今回事業計画における計画放流水質は、下表のＡからＤを比較し、安全側の計画

となる低い方（Ｃ）の水質値を採用する。 

表 4-22 計画放流水質 T-P の設定
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③計画放流水質 

以上の検討結果を踏まえて、当該浄化センターの高度処理系列の計画放流水質を

表 4-23 に示す。 

表 4-23 計画放流水質
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（６）処理方法並びに各処理施設における計画汚濁負荷量及びその決定の理由

１）処理方法

①水処理方式 

 事業計画は、水処理施設［１、３系］について「凝集剤併用ステップ流入式多段

硝化脱窒法」による高度処理方式を採用する。一方、水処理施設［２系］について

は事業計画年度内に標準的耐用年数に達しない設備があり、すべての設備が更新時

期に達した後に高度処理に切り替えることとし、従来計画通り「標準活性汚泥法」

による高級処理方式を採用する。

 全体計画は、全体計画上の計画放流水質を満足するために全系列「凝集剤併用ス

テップ流入式多段硝化脱窒法」による高度処理方式を位置付ける。 

２）汚泥処理方式

周辺環境や最終処分等を踏まえ、従来計画通り 「濃縮→脱水→搬出」を採用する。 

３）放流水の予定水質

処理効率及び処理水質を次のように設定する。 

表 4-24 処理効率及び処理水質（全体計画）

表 4-25 処理効率及び処理水質（事業計画）

（7）処理施設の容量計算

処理施設の容量計算は、別添計算書のとおりである。 
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５．下水道の放流先の状況
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5. 下水の放流先の状況

（１）下水の放流先の水位、低水量の現状および将来の見通し並びに名称

土岐市浄化センターの処理水の放流先は、庄内川水系土岐川（一級河川）である。 

浄化された処理水は、当該河川を約 13.7km 流下したのち県境に達し、さらに約

42.4km 流下したのち、伊勢湾へと注いでいる。 

・放流先名称:一級河川 土岐川 

・放流先水位:計画高水位 +130.265M 

・低 水 量:5.Om/s（多治見：計画高水流量 2,400m3/s） 

（２）下水の放流先の現状水質および測定時の流量並びに当該水質環境基準の類型

下水の放流先となる、土岐川(天ヶ橋)における、現状水質および当該水質環境基

準の類型を示す。 

現況水質は、0.9mg/l と良好な水質を保持している。 

表 5-1 下水の放流先の現状水質及び当該水質環境基準の類型

（３）下水の放流先近傍における水利用の現況及びその見通し

土岐市浄化センター処理水吐口の下流約 3.7km に古虎渓用水取水点（農業用水）

があるほかに水利用はなく、また新設予定もない。 

（４）下水処理による水質の向上及び見通し

H22 庄内川流総計画によると、水質環境基準点（天ヶ橋）における BOD75%水質は、

次に示すように、下水道整備により 20%程度、向上する見通しである。 

・現 況       : 1.1mg/リットル(H16 現況) 

・下水道整備現況固定 : 1.1mg/リットル(H27 及び H37) 

・下水道整備後    : 0.8mg/リットル(H27 及び H37) 
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６．毎会計年度の工事費の予定額およびその予定財源
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6. 毎会計年度の工事費の予定額およびその予定財源

（１）下水道事業に関する財政計画書
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７．その他の書類
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7. その他の書類

（１）施設の設置に関する方針
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（２）施設の機能維持に関する方針


